
第二十四条（損害賠償） 

乙は、甲及び甲の関連会社の信用を毀損する行為など、甲及び甲の関連会社に損害を及ぼし、又は損害を及ぼす恐れのある一切の行為をしてはなら

ないものとする。尚、甲及び甲の関連会社が乙の責に帰すべき事由により損害を被った場合には、乙は甲及び甲の関連会社に対してその損害を賠償

するものとする。 

 

第二十五条（準拠法及び合意管轄裁判所） 

本規約及び付属規約は、日本国の法令に基づき解釈されるものとし、甲及び甲の関連会社と乙との間で訴訟の必要が生じた場合には、東京地方裁判

所を第一審の専属管轄裁判所とする。 

 

第二十六条（協力） 

甲及び乙は、本規約及び付属規約に定められた役割分担に従ってそれぞれの分担作業を誠実に実施するとともに、相手方の分担作業の実施に対して

誠意をもって協力するものとする。 

 

第二十七条（協議事項） 

甲及び乙は、本規約及び付属規約に定めのない事項又は本規約及び付属規約について疑義が生じた場合においては、信義誠実の原則に従って協議を

し、円満に解決を図るものとする。 

 

 

販社契約付属規約 

 

 

本販社契約付属規約（以下「付属規約」という。）は、本規約に付属するものとする。 

付属規約においては、本規約の内容に基づいて省略された表現を引き続き用いることとし、付属規約の内容は全て本規約の内容を継承するものとす

る。 

 

付属規約第１条（乙の業務内容） 

乙は本商品の販売等に際して、次の各号に掲げる販売活動に最善の努力をするものとします。尚、本商品の販売活動に要する費用について、甲が無

償で提供するものを除き、乙負担するものとする。 

① 顧客への本商品の説明及び顧客からの問い合わせの対応 

② 顧客からの本商品の注文の受付及びそれに伴う甲への発注 

③ 顧客からの届出事項の変更の受付及び甲への報告 

④ 顧客からの苦情の受付及び苦情の対応、甲への報告 

⑤ 甲の行う販売促進活動への協力 

⑥ その他、販売活動に付帯する業務 

 

付属規約第２条（加盟店契約加盟金） 

乙が甲に対して支払いを行う、本規約第四条における加盟店契約加盟金は別途定めるものとする。 

        

付属規約第３条（本商品の販売価格） 

１ 甲は別表記載の商品及びサービスを本契約における本商品とし、乙は別表の商品及びサービスの販売又は契約の取次を行うものとする。 

２ 甲は、本商品以外にも、甲の必要に応じて随時本商品の内容の追加を行えるものとします。尚、販売価格等の諸条件について、甲がその都度定

めるものとする。 

３ 乙は別表に定める価格で本商品の販売及び契約の取次を行うものとし、乙は甲に対して本商品の販売価格の変更を求められないものとする。 

４ 甲は、甲の必要に応じて本商品の販売価格を随時変更できるものとします。尚、本商品の販売価格を変更する場合は、甲は本商品の販売価格の

変更を行う2週間前までに、その旨を書面又は電子メールまたは甲のウェブサイト上にて乙に報告するものとする。 

 

付属規約第４条（販促物の取り扱い） 

１ 甲が指定する販売促進に必要な販促物は原則有償とする。 

２ 乙は甲及び甲の関連会社が作成する販促物以外に、独自に販促物を作成・使用する場合には、事前に甲の承認を得なければならないものとす

る。又、ホームページ等のウェブサイトを利用して販売促進活動を行う場合においても同様とする。 

３ 乙が販促物を制作する場合には、甲が許可した場合のみ制作を可能とする。 

 

付属規定第５条（加盟金の取扱い） 

１ 契約時における加盟金については、如何なる事由があっても返還されない。 

 

 

【２０１２年 １月 １日制定】 

【２０１３年 ４月 １日改訂】 

【２０１４年１２月 １日改訂】 

加盟店契約約款 

 

 

本約款は株式会社リリアン（以下甲という）とリリアン加盟店契約申請書でお申込者となる加盟店（以下乙という）との間の権利業務関係を定める

ものであり、乙は本約款及び本約款に付属する規約（以下付属規約という）に同意した上で加盟店契約申請を行い、加盟店契約（以下本契約とい

う）を締結する。 

 

第一条（目的） 

本契約は、甲が付属規約にて取り扱っている商品又はサービス（以下「本商品」という）の販売又は契約の取次に関する業務を乙に委託し、乙はこ

れを誠実に遂行することにより、本商品の購入又は利用を希望する顧客（以下「顧客」という）の利便の向上を図るとともに、甲乙両者の発展に資

することを目的とする。 

 

第二条（業務の委託） 

甲は、乙に対し本商品の販売又は契約の取次に関して、付属規約に定める業務（以下「本業務」という）を委託し、乙は自己の名においてこれを誠

実に遂行する。また、本業務に付随して発生する継続購入商品又は継続サービスについては、乙が甲にその業務を代行委託することについて委任す

る。 

 

第三条（業務の遂行） 

乙は、甲の指導及び必要に応じて甲が提供する情報に従い、善良な管理者の注意をもって本業務を誠実に遂行するものとする。又、乙は本業務を遂

行するにあたり、法令､諸規範等を遵守するものとする。 

２ 乙は本商品の契約約款・内容・仕様等について十分な理解をした上で本商品の販売活動を行うものとする。乙は本業務を遂行するにあたり、顧

客に対して本商品の内容・仕様等について十分な説明を行うものとする。又、契約内容等の重要事項については、顧客が契約上の誤解や錯誤が無い

よう適切に説明を行うものとする。 

３ 乙は本業務付随する継続購入商品又は継続サービズについてその業務を遂行するにあたり、顧客に対して本商品の内容・仕様等について十分な 

説明を行うものとする。又、契約内容等の重要事項については、顧客が契約上の誤解や錯誤が無いよう適切に説明を行うものとする。 

 

第四条（加盟に関する義務要件） 

乙は、加盟店に加盟するにあたり、甲に対して付属規約に記載された商品の仕入代金及び契約料又は加盟金等を支払うものとする。 

２ 乙は甲の定める本契約約款及びこれに付帯する付属規約または条件を遵守しなければならない。 

３ 前２項の要件を満たせなくなった場合には、本契約の権利の一時停止若しくは契約の解除をする場合がある。 

 

第五条（販売価格）   

乙は、甲が付属規約に定める金額で本商品を顧客に提供するものとする。 

 

第六条（販売経費） 

乙は、本業務の遂行に要した費用について、第五条に定める報酬以外は甲及び甲の関連会社に対して何らの請求をしないものとする。 

 

第七条（届出事項） 

乙は、加盟店契約の申し込みに際し、甲より提出が求められた場合には、申込日の三ヶ月以内に取得した下記書類を、甲に提出するものとする。そ

の他、代表者の住民票、会社概要、信用調査等に用いる書類を甲の判断により提出を行なわなければならない場合がある。 

・法人の場合：登記簿謄本，印鑑証明（実印） 

・個人の場合：住民票と同様の住所が記載された身分証明書，印鑑証明（実印） 

２  乙は、加盟店の申し込みに際し、下記の事項を、甲所定の様式にて甲に届け出るものとする。これらの事項に変更が生じた場合には、その都

度、甲に書面又は電子メールにて変更事項が確定した日より２営業日以内に届け出るものとする。これらの事項につき、乙より届け出が遅れた場

合、又は届け出がなかった場合について、生じた損害、及びその損害によって生じうる顧客への損害は、全て乙の責任において処理するものとす

る。 

（１）住所(本社所在地)、商号、資本金、代表者、創立年月日、従業員数、電話番号、FAX番号、電子メールアドレス、報酬等を振り込む銀行口座 

（２）本業務を実施する拠点の住所、名称、責任者、担当者、電話番号、FAX番号、電子メールアドレス 

（３）その他、甲が指定する情報及び資料等 

３ 甲は、前項により届出のあった乙の住所に必要な書面等を郵送（メール便による配送を含む）するが、乙の受け取り拒絶・不在その他の事情で

書面等が遅延または到達しなかった場合において、甲はその書面等は通常到達する時期に到達したものとみなし、その遅延または未到着について一

切の責任を負わないものとする。  

４ 甲は、前項により届出のあった乙の電子メールアドレスに必要な電子メールを送信するが、その電子メールは甲による送信後４８時間経過時点

で乙に到達したものとみなし、４８時間以内に乙からの受領を確認したメールが甲に届かない場合は、甲はその連絡事項・内容を乙は受領したもの

とみなす。 

 

第八条（加盟店の審査） 

甲は、第七条における届出事項及びその他の事項について、甲の基準に従って必要な審査・手続等を経た後に乙の加盟店加盟を承認するものとす

る。 

２ 甲は、乙の販社加盟の申し込みを承認した場合について、審査・手続等の終了後２日以内に、乙に加盟店加盟を承認した旨を通知するものとす

る。尚、甲乙両社の間で別段の定めがない場合、甲が加盟店加盟の承認を通知した日から７日以内に、乙より第四条に定める加盟店加盟に関する支

払いがない場合において、甲は販社加盟の承認を取り消すものとする。 

３ 甲は、第七条における届出事項の内容等に変更を確認した場合において、乙は第七条第一項に定める提出物を甲に提出し再度、同様の審査が行

なわれるものとする。 

 

 



第九条（加盟店加盟の不承認） 

甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合において、乙の加盟店加盟を承認しないことがある。 

（１） 加盟店加盟の申込者が実在しない場合 

（２） 第七条の届出事項の内容に、虚偽、誤記、記載漏れ等があることが判明した場合 

（３） 過去に本規約及び付属規約の違反等により、加盟店の資格を剥奪されたことがある場合 

（４） 過去に甲に対して支払いを怠ったことがある場合 

（５） 本業務を遂行するにあたり、営業上又は技術上の支障があると甲が判断した場合 

（６） 前各号の他、販社として乙が不適切であると判断した場合 

２ 乙は、加盟店加盟の申し込みが承認されなかった場合について、甲に異議を申し立てることが出来ないものとする。 

 

第十条（報告） 

甲は乙に対し、本商品及びサービスを販売した顧客の名称や住所などの基本情報、販売した本商品の種類及び販売数量、販売代金の総額について報

告を求める場合がある。乙はこの求めがあった場合には、甲の定める様式にて甲に報告するものとする。 

２ 甲は、上記の事項及び上記以外の事項について、乙に対し甲の業務の遂行上必要な事項において、随時報告を求めることができるものとし、乙

は、甲の求めに応じ７営業日以内に報告を行わなければならないものとする。尚、報告の様式は、その都度甲が定めるものとする。 

 

第十一条（規約の変更） 

本規約の内容の変更は、甲が必要と認めた場合において、甲が2週間前に書面若しくは甲の公式ホームページ上にて乙に通知することにより、甲の判

断により随時変更できるものとする。 

２ 本規約及び付属規約の内容の変更について、甲が乙に変更を通知した後において、乙が契約を継続した場合には、乙は変更後の本規約及び付属

規約を承認したものとみなし、変更後の契約内容が適用されるものとする。 

３ 変更後の本規約及び付属規約は、甲が別途定める場合を除いて、変更後の本規約及び付属規約を乙に通知した時点より効力を生じるものとす

る。 

 

第十二条（甲及び甲の関連会社の商号等の使用） 

乙が本業務を遂行するにあたり、甲及び甲の関連会社の商号、商標等を使用する場合には、事前に甲の書面による承諾を得たうえで、甲が提供する

マニュアル等に従い、本契約の目的の範囲内で適切に使用するものとする。 

 

第十三条（免責事項） 

乙及び顧客が、両者の間で行なわれた取引等によって損害を被った場合について、甲及び甲の関連会社は賠償する責を一切負わないものとし、顧客

からのクレーム等についても、全て乙の責任において処理するものとする。 

 

第十四条（守秘義務） 

乙は、本契約及び本契約に関連して知りえた、相手方の経営情報、営業上の秘密情報並びに、ノウハウ、顧客の個人情報等（以下「秘密情報」とい

う）を秘密に保持し、第三者に開示・漏洩・提示し、あるいは、業務を遂行する以外のいかなる目的のためにも使用してはならないものとする。 

２  乙が、相手方に対して秘密情報を含む資料、各種媒体等を貸与又は提供した場合には、当該資料、媒体等を善良なる管理者の注意義務をもって

保管しなければならないものとする。 

３ 第十四条第一項の定めるところにより、乙は秘密情報を開示、漏洩、提示した場合は、即日に相手方にその旨を通知しなければならないものと

する。 

４ 乙は、本条前各号の規定に関わらず、次の各号の秘密情報については秘密保守義務を負わないものとする。 

（１） 事前に相手方の書面による同意がある場合 

（２） 相手方から提供又は開示された時点で、既に公知の事実となっていた場合 

（３） 相手方から提供又は開示された後、乙の責めによらずに公知となった場合 

（４） 相手方から提供又は開示された時点で、既に自ら正当に保有していたもので、かつ、その旨を相手方に書面で通知した場合 

（５） 正当な権限を有する第三者から、守秘義務を負うことなく開示された場合 

（６） 法令または裁判所の命令等により開示を義務づけられた情報 

（７） 乙が必要と認めた範囲内で、弁護士、公認会計士、税理士等の専門家に開示する場合。 

（８） その他本項各号に準ずる場合 

５ 本条の秘密保持義務は、本契約の契約期間終了後も有効に存続するものとする。 

 

第十五条（権利義務譲渡の禁止） 

乙は、いかなる場合も、本契約上の権利義務の全部又は一部を第三者に譲渡、移転、担保設定、その他形態を問わず処分を行わないものとする。 

 

第十六条（第三者への再委託） 

乙は、いかなる場合も本契約上の業務を第三者に委託してはならないものとする。 

 

第十七条（個人情報の扱い） 

乙は、甲及び甲の関連会社から提供又は開示された個人情報については、甲及び甲の関連会社の重要な情報であることを認識し、本業務の目的の範

囲内でのみ使用するものとする。尚、乙は個人情報を善良なる管理者の注意をもって保管管理するものとし、第三者に開示、漏洩してはならないも

のとする。 

２ 乙は、いかなる場合も、個人情報にかかわる資料を複製又は第三者に開示してはならないものとする。 

３ 乙は、甲及び甲の関連会社より指示があった場合には、個人情報にかかわる資料を７日以内に甲及び甲の関連会社に返却、破棄又は消去するもの

とする。 

 

第十八条（事故対応） 

甲及び乙は、天災地変、ハードディスクの破損、サーバのトラブル、秘密情報の漏洩、その他甲又は乙に起因しない事由により本業務の遂行に支障

きたすおそれのある事故が発生した場合には、即日に相手方に通知し、その対策について協議し、その取り扱いを決めるものとする。 

 

第十九条（禁止事項） 

乙は、下記に定める行為を行ってはならないものとする。 

（１） 法令の定めに違反する行為、又はその恐れのある行為 

（２） 公序良俗に反する行為 

（３） 顧客に対し、乙があたかも甲（甲の関連会社を含む）であるかのような誤認を生じさせる行為 

（４） 顧客に対し、甲及び甲の関連会社の定める契約約款に反する説明や、条件等について誤認を生じさせる行為 

（５） 顧客に対し、手数料等の一部又は全部を供与する行為 

（６） 申し込みの意思の無い顧客を、あたかも申し込みの意志があるものとして虚偽又は強引に本業務を遂行する行為 

（７） 顧客に対し、本商品の売買契約の解約を勧める行為 

（８） 既に本商品を購入済みの顧客に対し、同一の本商品を再度販売する行為 

（９） 顧客に対し、本商品の販売価格を偽って販売する行為 

（１０） 乙が、自己の名を偽って販売促進活動を行う行為 

（１１） 顧客に対し、暴力や恐喝等の威圧的な手段を用いる行為 

（１２） 暴力団、暴力団員又はそれに準ずるものに対し、本商品を販売する行為 

（１３） 甲及び甲の関連会社が別途定める本商品の契約約款、ガイドライン等に反する又は反する恐れのある者に対し、本商品の販売を行う行為 

（１４） 付属規約に定める本商品販売のガイドラインに反する行為 

（１５） 甲及び甲の関連会社、又は第三者に対し、財産権（知的財産権を含む）の侵害、名誉・プライバシーの侵害、誹謗中傷、その他の不利益

を与える行為、又はその恐れのある行為 

（１６） 有害なコンピュータプログラム、メール等を送信又は書き込む行為 

（１７） サーバその他甲及び甲の関連会社のコンピュータに不正にアクセスする行為 

（１８） 秘密情報を取り扱うパソコンにおいて、ＷｉｎｎｙやＷｉｎＭＸ等のＰ２Ｐソフトを使用する行為 

（１９） 甲及び甲の関連会社と同種、又は類似の業務を行なう行為 

（２０） 甲の事前の書面による同意なく本商品と類似する商品を販売する行為 

（２１） 甲及び甲の関連会社に対し、本商品の架空の販売契約に基づき販売手数料等を請求する行為 

（２２） 甲及び甲の関連会社の名称、又は架空の名称を使う行為 

（２３） 甲及び甲の関連会社のサービス業務の運営・維持を妨げる行為 

（２４） 本項各号のいずれかに準ずる行為 

（２５） 甲が別途禁止行為として定めた行為 

（２６） 顧客情報を転用すること 

 

第二十条（契約の有効期間） 

本契約期間は、契約締結日から１年間とする。但し、契約満了日１ヶ月前までに一方の当事者から本契約の更新拒絶の意思表示がない場合は、契約

満了日の翌日から起算して１年間、本契約は自動的に更新するものとし、以後も同様とする。 

第二十一条（解約） 

甲は、乙に次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、その相手方に対して、催告を要さず本契約の一部又は全部を解除することができ

るものとする。 

（１） 本規約、及び付属規約に記載された内容に違反したとき 

（２） 重大な過失又は背信行為があったとき 

（３） 本契約に基づいて発生した乙が支払うべき支払いが甲の指定する期日までに行われないとき 

（４） 差押え、仮差し押え、仮処分、競売、破産、会社更生、民事再生手続き開始、会社整理開始、特別清算開始等の申し立てを受け若しくは自

ら申し立てたとき 

（５） 第八条三項における再審査の結果、乙との契約の継続が困難であると判断したとき 

（６） その他、乙の信用状態に重大な変化が生じたとき 

（７） 甲の電話及び電子メール等による連絡が７日以上取れなくなったとき 

（８） 業務運営について行政当局による注意又は勧告を受けたとき 

（９） 業務運営が公序良俗に反するとき 

（１０） 第十九条に定める禁止行為、又はそれに準ずる行為を行ったとき 

（１１） 本項各号のいずれかに準ずる事由があると甲が判断したとき 

（１２） その他甲が乙との契約の継続が困難であると判断したとき 

（１３） 第四条二項における定期購入会員としての振替が連続して3回以上不能となったとき 

２ 甲は、上記の理由により、乙に対して１ヶ月前までに書面等で通知することにより本契約を解約できるものとする。 

 

第二十二条（契約終了後の処置） 

甲及び乙は、第二十条、第二十一条の規定により本契約が終了したときは、互いに既に確定した債権債務について、１ヶ月以内にこれを精算するも

のとする。 

２  乙は、本契約が終了した場合、1ヶ月以内に甲に業務を引継ぎ、甲より貸与された物品又は書類等があるときはこれを1ヶ月以内に甲に返還する

ものとする。尚、書類の送料等の諸費用については、乙が負担するものとする。 

３ 乙は本契約にて用いられた内容の履歴を消去しなければならないものとする。 

４ 乙は、本契約が終了した場合において、即日、販社である旨の表示を中止するものとし、以後は販社である旨を表示してはならないものとす

る。 

 

第二十三条（クレーム） 

乙は、本業務の遂行に伴って顧客からの苦情、異議、抗議等のクレーム（以下「クレーム」という）が発生した場合において、自己の責任で誠実に

その対応にあたるものとする。尚、甲は、顧客からのクレームが甲及び甲の関連会社に直接届いた場合において、乙にその対応を委ねるものとし、

乙は、自己の責任で誠実にその対応にあたるものとする。 

２ 甲は、乙が本商品を販売した顧客からクレームが発生した場合、甲が別途定める基準に応じ、それぞれ下記の措置をとることができるものとす

る。 

（１）警告 

（２）期限付きの取引制限又は停止 

（３）本契約の解約 

（４）損害賠償の請求 

 


